
共生社会推進部

人権政策課

Ⅰ 社会福祉総務費

１

した。また、人権相談ネットワーク協議会を開催し、各相談機関との連携強化と相談担

当者のスキルアップを図った。

２

３

人権施策推進課

Ⅰ 社会福祉総務費

１

普及高揚に取り組んだ。

２

進事業 て人権尊重の社会づくりに取り組むため「わかやま人権パートナーシップ推進事業」を

実施した。

（協定締結団体数：411団体　うち令和７年度新規協定締結団体数：19団体）

３

助事業 る（公財）和歌山県人権啓発センターの運営費を助成した。

４

ターに委託し実施した。

・各種研修会、講演会の実施

・人権ポスター等の作品募集、展示

・人権を考える強調月間等における啓発活動の実施

　（特別講演会：令和７年11月５日、〈会場及びオンライン〉269人）

・人権啓発教材の充実

人権啓発センター運営補 69,764 69,600 人権文化の創造のため、人権に関する情報の収集、提供及び人権啓発活動等の拠点であ

人権啓発推進事業 8,762 8,762 県民の人権意識の普及高揚を図るための各種啓発事業を（公財）和歌山県人権啓発セン

人権相談窓口設置事業

インターネット上の人権

人権啓発事業 8,146 7,782 関係機関と連携を深めながら、各種啓発事業を実施し、幅広く県民に対する人権意識の

みのモニタリングを実施した。侵害対策事業

3,031

人権尊重の社会づくり推

（ 予 算 額 ） （ 決 算 額 ）

21,511 21,177 市町村が実施する人権啓発事業について支援を行うとともに、企業、ＮＰＯ等と協働し

5,086 5,062 （公財）和歌山県人権啓発センター等に人権相談窓口を設置し、様々な人権相談に対応

2,876 インターネット上の人権侵害を防止するための啓発等を実施するとともに、差別書き込

住宅新築資金等貸付金滞 33,472 33,089 住宅新築資金等貸付金の滞納整理の促進を図る市町等に対し補助した。

納整理促進対策事業
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５ 人権尊重の理念を普及させるため、県内企業、団体等を対象に令和８年１月27日（和歌

山市）及び１月28日（新宮市）に「企業における人権」と題した研修会を開催した。

こども未来課

Ⅰ 青少年政策推進費

１ 青少年の健全育成を県民挙げての運動として展開するため、地域指導者の資質の向上及

び関係機関や関係団体等の連携の強化を図った。

２

備事業

少年活動センターを運営し、青少年団体や指導者を育成するとともに、青少年の団体活

動の促進を図った。

３ よりよい環境の中でこどもたちが健やかに成長できる地域社会の実現のため、組織的、

継続的にこどもの集団活動を推進している市町等へ補助した。

〔補助団体数〕

・こども会

・母親クラブ

Ⅱ 児童福祉総務費

１

ト事業 限あり）の就学前児童に係る保育料等の無償化や、一時預かり、ファミリー・サポート

 

２ こども食堂の開設に係る設備購入や設備改修、学習支援等機能強化に係る備品購入等（

業 26箇所）に対して補助を行うとともに、こども食堂と多機関をつなぐ「和歌山県こども

食堂応援ネットワーク」を通じて、食材等のマッチングやこども食堂交流会、支援体制

紀州っ子いっぱいサポー 240,830

人権研修支援事業 900 864

青少年対策部等運営事業 36,003 34,810

青少年施設管理運営・整 167,451 162,592

備等を行い、集団宿泊活動等を通じて青少年の健全な育成を図った。また、和歌山県青

施設名

2,450人

一時預かり等育児支援補助 13 補助世帯数 266世帯

副食費補助 28 補助人数

和歌山こども食堂支援事 34,133 31,144

107団体

216,836 こどもを２人以上育てる家庭の経済的負担を軽減するため、第２子以降（第２子所得制

・センター事業等の利用料の助成を行う市町村に対して補助した。

区　　　分 市町村数 備　　　考

保育料等補助 29 補助人数 1,807人

指定管理者 利用人数

紀北青少年の家 和歌山県立紀北青少年の家管理運営コンソーシアム 10,907人

白崎青少年の家 7,506人

潮岬青少年の家

地域こども団体育成事業 29,089

社会教育の場として青少年の家の運営管理を指定管理者に行わせるとともに、施設の整

クリーン興商株式会社

ＮＰＯ法人潮岬おもしろらんど体験学習推進協議会

16団体

20,075人

28,691

- 35 -



を強化するためのセミナーを行った。

３

業取得促進に向けたコンサルティングや、仕事と子育てが両立しやすい社会の実現に向

けたオンラインセミナー等を実施した。

（参加企業・団体：令和８年３月31日現在194者）

また、若者が将来のライフデザインを希望をもって描ける環境整備を行うため、ライフ

デザインセミナーを実施した。

４

研修事業 に、放課後児童クラブに従事する職員の資質向上を図るため、従事者研修を実施した。

５ 保育士等の安定的確保を図るため、潜在保育士等の就職支援や保育士の労働環境改善へ

の支援、指定保育士養成施設に在学する学生等を対象に保育士修学資金貸付等を行った。

また、保育所等への医療的ケア児受入のための体制整備等に対して補助した。

・潜在保育士等の採用数

・保育士修学資金貸付

・未就学児を持つ保育士に対する保育料の一部貸付

・就職準備金貸付

・医療的ケア児保育支援事業補助

６

事業（放課後児童健全育成事業、病児保育事業、利用者支援事業など）等に要する経費

に対して補助した。また、物価高騰で影響を受けた保育施設等に対して支援した。

７

る者や関心のある者を対象に全国共通の研修制度である子育て支援員研修を実施した。

８

業 ・遊具等環境整備　　26施設

・ＩＣＴ環境整備　　８施設

認定こども園施設整備事 32,918 14,997 幼保連携型認定こども園の遊具等環境整備及びＩＣＴ環境整備に対して補助した。

区　　　  分 修了者数

専門研修（地域保育コース（地域型保育）） 43人

放課後児童支援員の資格を得るための放課後児童支援員認定資格研修を実施するととも

保育士人材確保事業 100,177 94,676

10人

62人

専門研修（地域子育て支援コース（地域子育て支援拠点事業）） 80人

現任研修 35人

６施設

こども・子育て支援事業 5,532,295 5,516,025 私立の認定こども園や保育所等の運営に要する経費の負担及び地域子ども・子育て支援

子育て支援員養成事業 7,604 7,601 放課後児童クラブや地域子育て支援拠点事業など子育て支援分野の各事業に従事してい

こどもまんなか応援事業 5,422 3,376 子育て社員応援アドバイザーと連携し、こどもまんなか応援団参加企業に対して育児休

次世代育成支援関係職員 3,061 2,894

基本研修

専門研修（放課後児童コース） 99人

195人

18人

７人
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９ 高校生未来会議、こどもＷＥＢアンケートにより、広くこどもの意見を聴取するととも

に、聞き手側の支援のため、こども意見聴取サポーターの派遣及びファシリテーター養

成講座を実施した。また、放課後児童クラブを巡回し、放課後児童クラブに通うこども

や放課後児童支援員等の意見を聴取し、さらなる放課後児童クラブの質の向上を図った。

10 病児保育の広域化に向け、広域化の合意形成に係る調整、ＩＣＴ化を行うためのシステ

ム導入に係る補助等を実施した。

・病児保育ＩＣＴ化推進事業費補助 ３施設

11 認可外保育施設に対して、こどもの睡眠中の事故防止対策に係る補助を実施した。

策強化事業 ・こどもの重大事故防止対策事業費補助　　７施設

Ⅲ 児童措置費

１

・受給者数

こども支援課

Ⅰ 青少年政策推進費

１ 青少年の健全育成と非行や事故防止について県民の意識高揚を図るため、夏のこどもを

事業 守る運動など、広報啓発や巡回活動等を行った。また、青少年の健全育成を阻む有害環

境の浄化を図るため、県内の書店やコンビニエンスストア等への立入調査・指導を行う

とともに、青少年健全育成関係指導者対象の講義などを通じて青少年が安全に安心して

インターネットを利用できる環境整備について啓発した。

・夏のこどもを守る運動 期間：令和７年７月１日～８月31日

２ 社会生活を円滑に営むことが困難な若者を対象に、関係機関と連携しながら個々の状況

に応じて継続的かつ総合的に支援した。

・「若者サポートステーションＷｉｔｈ Ｙｏｕ」（和歌山市、橋本市、田辺市）

　運営 相談件数　延べ7,954件

進路決定者数　  223人

・「県子ども・若者支援地域協議会」運営　　　代表者会議　１回、研修会　４回

３ インターネットサイトの検索パトロールにより青少年が関係する有害情報を抽出し、関

のための環境整備事業 係機関への情報提供、指導依頼等を行った。また、ネットリテラシー向上促進のための

情報モラル講座を開催するなど、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる

児童手当負担金事業 1,602,897 1,569,792 児童の健やかな成長を支援するため、児童を養育している者に児童手当を支給した。

70,288人

病児保育充実事業 10,714 10,714

こども意見聴取事業 7,055 5,823

こどもの重大事故防止対 2,761 1,864

38,189

青少年健全育成総合対策 2,747 2,334

若者自立支援事業 38,255

青少年ネット安全・安心 8,851 8,834
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環境づくりを行った。

・情報モラル講座　県内小中高等学校ならびに特別支援学校の児童生徒等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　65回実施　　延べ8,430人参加

・ネットパトロール事業　　　　　　　有害情報抽出件数　125件　

４ 自立する意欲の低い若者に対し社会と接する機会を提供し、初歩的な職業体験等を通じ

て自立支援を推進している団体（１団体）に補助した。

Ⅱ 施設運営管理費

１

Ⅲ 児童福祉総務費

１

〔相談受付件数〕

２

事業 義務研修を実施した。また、一時保護や施設等に措置された児童が意見表明できる手続

きを整備し、支援のあり方を決める上でのこどもの参画を保障することを目的としたこ

どもの意見表明等支援事業を行った。

３

営事業 行う児童家庭支援センターの運営を行った。

・相談受理人数

・相談件数（延べ件数）

４ 児童養護施設等の改修に対する補助や、児童養護施設の退所者等に対する自立相談支援

業 等を行った。また、物価高騰で影響を受けた児童養護施設等に対して支援した。

要保護児童対策等推進事 50,998 36,486

児童虐待等対応機能強化 22,522 21,753 児童虐待の未然防止・再発防止のために親支援プログラム及び市町村専門職対象の法定

児童家庭支援センター運 22,935 22,935 地域に開かれた子育て支援の拠点として、こどもや家庭等からの相談の対応、支援等を

8,235件

その他の相談 22 9 31

636人

計

6,000

営管理業務

6,000若者の自立意欲醸成事業

2,242

障害相談 1,090 320

非行相談 212 40 252

育成相談 339

区　　分 中央児童相談所 紀南児童相談所 計

1,038 4,529

1,410

児童相談所運営管理事業 153,539 124,891 中央児童相談所及び紀南児童相談所の運営管理を行った。

3,491

中央児童相談所等施設運 152,082 138,670 中央児童相談所等の運営管理を行った。

255 594

養護相談 1,828 414

- 38 -



５ 児童相談所業務の効率化を図るために、各児童相談所に児童虐待緊急対応員等を配置し

た。また、児童相談所専門職対象の法定義務研修及び勤務年数に応じた体系的な研修を

実施した。

６ 里親支援機関１箇所で里親相談会、サロン、交流会及び研修の開催、さらに里親への相

進事業 談支援を実施した。また、里親制度普及啓発のため、リーフレットを作成した。

Ⅳ 児童措置費

１

Ⅴ 児童福祉施設費

１

多様な生き方支援課

Ⅰ 女性政策推進費

１ 第５次和歌山県男女共同参画基本計画に基づく施策を総合的・計画的に推進し、市町村

における基本計画策定の支援、性の多様性に関する研修会及び高校生向け出前講座を実

施した。また、パートナーシップ宣誓制度の運用を行った。

・性の多様性に関する研修会　行政職員向け１回、事業者向け１回

ジェンダー平等推進事業 8,789 7,271

児童福祉施設措置費事業 3,326,932 3,106,428 福祉施設における児童の福祉向上を図った。

計 76 8 84

仙渓学園運営管理事業 60,017 53,554 県立仙渓学園（児童自立支援施設）の運営管理を行った。

5

1 -

乳児院

児童自立支援施設

児童養護施設

13 - 13

児童相談所体制強化事業 35,703 27,158

社会的養護体制整備・促 25,204 23,374

1 - 1里親支援センター

1

計

ファミリーホーム

里親

児童家庭支援センター

児童心理治療施設

自立援助ホーム

母子生活支援施設

助産施設

4 1

施設種別等

8 1 9

1 -

県内箇所数 県外箇所数

1 1 2

1 3 4

1

8 - 8

36 2 38

2 - 2
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・高校生向け出前講座　　　　県内高校７校　延べ2,988人参加

・パートナーシップ宣誓制度　受領証交付数　23組（令和８年３月31日現在）

２ ジェンダー平等社会実現のための様々な活動と交流の拠点となるジェンダー平等推進セ

ター運営事業 ンターを運営し、相談事業及び啓発講座等を実施した。

３ 事業所におけるジェンダー平等への理解促進を図るため、わかやまジェンダー平等プロ

ジェクトにおいて、企業団体の顕彰、各種セミナー及び若者と共に働きやすい職場を考

えるワークショップを実施した。また、理工系企業見学バスツアーの開催や女性防災リ

ーダーの養成など、女性の活躍推進に向けた取組を幅広く展開した。

・わかやまジェンダー平等プロジェクト 登録数  385企業団体

（令和８年３月31日現在）

・女性防災リーダー養成ワークショップ　　　　１回開催　19人参加

・理工系企業見学バスツアー １回開催　36人参加

Ⅱ 女性支援費

１ 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」及び「配偶者からの暴力の防止及び

運営管理事業 被害者の保護等に関する法律」に基づき、困難な問題を抱える女性やＤＶ被害者の保護

を図るため、相談、指導援助、一時保護の実施及び未然防止のための啓発活動を行った。

・相談件数（実件数） 2,335件

　うちＤＶ相談（実件数）

２

山運営事業

・相談件数（延べ件数） 970件

・養成講座及び研修会の開催

Ⅲ 母子福祉費

１ 父又は母と生計を同じくしていない児童を育成する家庭の生活の安定と自立促進のため、

児童扶養手当を支給した。

・受給者数（町村分）

２

事業

児童扶養手当給付事業 921,416 851,532

1,422人

ひとり親家庭医療費助成 495,295 493,293 市町村が行うひとり親家庭の医療費支給事業に対して補助した。

ＤＶ相談支援センター等

672件

性暴力救援センター和歌 5,046 2,852

成講座及び傾聴スキルアップ研修を開催した。

13回

41,172 34,198

ず全ての性暴力被害者を支援する体制を整備し、被害者等に寄り添ったワンストップ支

性暴力救援センター和歌山「わかやまｍｉｎｅ（マイン）」において、性別にかかわら

ジェンダー平等推進セン 35,892 34,363

女性の活躍促進事業 3,519 2,348

援を行った。また、性暴力被害者支援員養成講座、地域ボランティア（地域支援員）養
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３

援事業 えキャリア形成や職場定着支援を図るとともに、自立支援給付及び貸付けを行った。

・就業相談（センター）

・高等職業訓練促進給付金（町村分）

・高等職業訓練促進資金貸付金

４

シスト事業 て家事育児を援助するとともに、ひとり親家庭見守り支援員を配置し、自立支援プログ

ラムの策定を通じて各種施策の効果的な活用による就業支援を実施した。

５ ひとり親家庭の孤立防止及びひとり親家庭支援制度の周知を図るため、ひとり親家庭に

業 対し、居宅等への訪問を行った。

・居宅等訪問（電話でのヒアリング含む。）

６ 養育費確保支援事業 ひとり親家庭等に対する養育費の取り決めや支払確保の支援を行った。

・公正証書作成費用等補助（町村分）

・弁護士による法律相談

4,240 922

13件

18件

わかやまひとり親家庭ア 5,426 5,241 ひとり親家庭の安定した職業生活と家庭生活を支援するため、日常生活支援員を配置し

ひとり親家庭訪問支援事 4,881 2,641

91世帯

７件

母子家庭等就業・自立支 36,524 30,546 ひとり親家庭の親の安定した就労を支援し、その経済的自立を図るため、相談体制を整

10件

128件
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